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研究要旨 本分担者は、前年度のてんかん患者の就労に関する文献レビューと離職率に関

する実態調査研究をもとに、その離職理由を事例を交えて考察した。大学病院てんかんセン

ターに精査入院した職歴のあるてんかん患者（n=43）を対象に、てんかん患者と一般人口に

おける離職理由の調査結果を質的に検討した。結果、てんかん患者の離職の種類は「自己都

合」の割合が多く，離職理由は「てんかんを含む病気」が一般人口の約 10倍を占めていた。

事例検討により，てんかん自体が，発作予期不安や人間関係，仕事満足度の低下，雇用側の

発作受傷不安に影響を与え，結果的に離職に至る事例が多かった。過度な離職を予防するた

めには，患者本人への疾病教育とともに，個々の能力に適した職業選択の就労支援や，雇用

側への疾患啓発，就労専門職による環境調整も有用であると考えられた。 

Ａ．目的

 てんかん患者の離職に関する研究は少な

く，不十分である 1。てんかん患者の離職理

由を明らかにすることは，過度に繰り返さ

れる離職の予防や，雇用側への介入方法の

検討に繋がる。キャリアアップを目的とし

た前向きな離職や転職がある一方で，病気

や人間関係の困難さ，労働環境への不満等

を理由とした後ろ向きの離職もある。

 本研究では，てんかん患者と一般人口に

おける離職理由の調査結果を質的に検討し，

てんかん患者の離職の実態を考察した。

Ｂ．方法

1．調査対象

2017 年 12 月から 2019 年 2 月まで東北大

学病院てんかんモニタリングユニットにて，

入院精査を受けた患者 118 名のうち，てん

かんと診断された，学生を除く，生産年齢

(15-64 歳) の職歴のある 43 名とした (表 1).

2．質問紙調査 

一般人口を対象とした厚生労働省平成 27

年度転職者実態調査 2 の離職理由の項目を

改変し使用した。対象者には，最大３つまで

の複数回答で回答を求めた。

3．分析方法 

本対象者の離職理由の回答頻度を集計し，

上記一般人口 (6,090 人) と比較した。また，

当科心理士と対象者の面談結果を抽出し，

背景因子を質的に考察した。代表事例を 2

例示す (表 2)。

4．倫理的配慮 

 本研究は東北大学大学院医学系研究科倫

理委員会の承認を得て実施した。
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Ｃ．結果

 一般人口と同様に，てんかん患者は自己

都合による離職の割合が最も高かった (図 

1)。てんかん患者の離職理由は，てんかんを

含む病気 (てんかん 51.2%；一般 4.8%)，仕

事内容への不満 (てんかん  46.5%；一般

26.7%)，人間関係の困難さ  (てんかん

37.2%；一般 17.7%)が上位を占め，一般人口

より割合が高かった。

 一方，てんかん患者のキャリアアップを

目的とした離職理由は，会社の将来に不安

があった (てんかん 2.3%；一般 24.2%)，他

に良い仕事があった (てんかん 2.3%；一般 

15.1%)，経験を積みたかった  (てんかん 

4.7%；一般 12.2%)などではあったが，一般

人口より割合が低かった (図 2)。精神障害

者との転職方法の比較では，てんかん患者

は障害者就業・生活支援センターや就労移

行支援所を利用する割合は低かった。一般

雇用枠で就労可能なてんかん患者は，主に

障害者向けの就労支援サービスの利用が少

ないことが明らかになった（図 3）。事例検

討により，てんかん自体が，患者自身の発作

予期不安，人間関係，仕事満足度の低下，雇

用側の発作受傷不安に影響を与え，結果的

に離職に至る事例が多かった。さらに，患者

の能力とミスマッチな業務内容であること

で，離職に至る事例もあった (表 2)。 

Ｄ．考察

 てんかん患者の離職の種類は「自己都合」

の割合が多く，離職理由は「てんかんを含む

病気」が一般人口の約 10 倍を占めていた。

患者自身の発作予期不安や，疾患に対する

セルフスティグマ，周囲からのスティグマ

が人間関係の困難さに関与し，就労困難に

至るという報告がある 3-5。本対象者におい

ても，疾病自体が心理社会的要因に影響し，

結果的に自ら離職に至ることが考えられた。

また，一般人口において仕事満足度の低下

や，ミスマッチな業務への不満から離職す

るという報告もある 6-8。本対象者も同様に，

仕事内容への不満，ミスマッチな仕事から

離職に至ることも考えられた。過度な離職

を予防するためには，患者本人が病識を深

め，患者の能力に適した職業選択が行える

ように，多職種による支援が重要であると

いう報告がある 9。また，雇用側への疾患啓

発や，ジョブコーチなどの就労専門職によ

る環境調整も有効である。

てんかん患者は仕事内容への不満足さや，

発作があることだけでなく，病気があるこ

とが間接的に人間関係の困難さに影響を与

え，結果的に自ら離職に至っていることが

考えられた。患者の不本意な離職予防には，

職業選択時から本人の特性を考慮した多職

種による包括的な支援の導入や，社会に対

する啓発活動が有効であると考えられた。
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表 1. 対象患者（n=43）の背景 
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図 1. てんかん患者と一般人口の離職の種類 
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表 2. 対象患者の事例 
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図 2. てんかん患者と一般人口の離職理由 

図 3. てんかん患者と精神障害者の転職方法 
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